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総括

気候変動に関する懸念は消費者、アクティビスト、従業

員、メディアを始め様々なステークホルダーの間でますます

高まっています。2019年11月から2020年1月にかけて実

施されたデロイト グローバル気候調査では、世界の経営

者が自社の内外において環境サステナビリティに対するコ

ミットメントを一段と引き上げる必要性を認識しているこ

とが明らかになりました。

最新のデロイト の気候変動に関する経営者の意識調査

は、2021年1月から2月にかけて世界の750人の経営者

を対象に実施されました。企業リーダーは、気候変動に

関して世界が転換点にあると引き続き考えていますが、

一方では新型コロナウイルスの流行拡大とそれに伴う景

気の低迷を受けて環境サステナビリティに対するアクション

のスピードは落ちています。

以下は、気候変動に関する経営者の最大の懸念事項、

対応として取っているアクション、より持続的な将来に向

けての進捗状況のギャップについて、調査結果を示してい

ます。

主な知見は次の通りです：

— 経営者の65%が、コロナ禍の影響で気候変動に関する取

り組みを何らかの形で縮小する必要が出てくると回答しま

した。

— ただし、コロナ禍や景気減退にも関わらず、25%の経営者

は今後数カ月内に気候変動に関するアクションを加速さ

せる計画であると回答しています。

— 地球環境の持続可能性に対するアクションとして2つの大

きな力が作用していることが浮き彫りになりました：規制

や政策状況の変化と株主や従業員によるアクティビズム

の高まりです。

— サステナビリティを前に進めようとしている経営者が現在注

力しているのは、地球環境を念頭においた意思決定をし

ていくための教育や従業員などの力を引き出していくこと

です。

— また、気候変動に対する解決策を策定するために、他の

機関（他社や政府）との連携も進んでいます。

気候変動はもはや漠然とした脅威ではなく、世界の様々な部分で既に日常生活に影響を及ぼして

おり、企業もこの影響を肌で感じ始めています。経営者の30%以上が、気候関連の災害によって自

社の業務に影響が出始めていると回答し、4分の1以上は資源不足に直面しています。気候変動を

懸念する経営者は増加していますが、心理とアクションの間にはギャップがあります。

https://www2.deloitte.com/global/en/pages/about-deloitte/articles/covid-19/business-climate-check.html?nc=1
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気候変動の最悪の影響を軽減できるかどうか、経営者は懸念を示している

ものの、希望的観測も広がっています。
環境に関して、次の記述にどの程度同意しますか、同意しませんか？あなたの意見では、自社は気候変動をどの程度懸念

していますか？

世界は気候変動に関して転換

点にあり、未来はどちらの方向に

も向かい得る。

0% 100%
59%

同意する／強く同意する

すでに取り返しがつかない状況で

あり、気候変動によって引き起こ

された損害を修復するには手遅

れである。

0% 100%
34%

同意する／強く同意する

すぐにアクションを起こせば、気候

変動の最悪の影響を抑え込み、

より良い未来に向けて進むことが

できる。

0% 100%
63%

同意する／強く同意する

82%
自社として懸念し

ている／非常に懸

念していると回答し

た経営者の割合

世界は転換点にある

− 自社として気候変動を懸念している／非常に懸念していると回答した経営者は80%以上にのぼりました。これは昨年の調査と同様の傾向です。経営者の約

26%が気候変動について「非常に懸念」しており、気候変動の最悪の影響を抑え込むために最大限のアクションを取っています。気候変動について最も高い懸

念を示したのは米国、英国、中国、オーストラリアの経営者です（これら各国の回答者の80%以上が「懸念している」または「非常に懸念している」と回答しまし

た）。

− 世界が気候変動への対応の転換点にあると考えている経営者は60%近くになりました。今の深刻な状況にも関わらず、期待感も広がっています。すぐにアク

ションを起こせば、気候変動の最悪の影響を抑え込むことができるという見解に63%が同意したのです。既に取り返しがつかない状況に陥っていると考える経営

者は3分の1にとどまり、手遅れになる前に気候変動に社会として立ち向かうことができるという期待感の広まりを示しています。
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気候関連の災害による業務への影響（例：施設の損壊、労働力の途絶）

資源の不足／資源コスト（例：食糧、水、エネルギー）

規制／政策の不確実性

保険料コストの増加または対応できる保険の欠如

評判の毀損

株主からの圧力／売却・処分

気候変動軽減に関するコスト

規制上のコスト（例：炭素税）

メンタルヘルスを含めた従業員の健康
（例：気候変動に対する懸念が引き金となった不安）

産業プロセスにおける修正の必要性（例：製造業）

サプライチェーンの混乱

気候事象による業務への影響を4社に1社以上が

経験しています。

自社に既に影響を与えている、または影響を与えかねない地球環境の持続性（サステナビリティ）／

気候変動の問題の中で最も大きなものは何ですか？

最も影響の大きい地球環境問題

− 地球環境にかかる問題として最も挙げら

れたのは業務への影響です。気候関連事

象がビジネスモデルや世界中のサプライ

ネットワークにもたらす混乱が増加している

ためです。よって、（環境が要因のものも

人が要因のものも含めて）資源不足／

資源コストが依然として大きな問題であり、

昨年の調査結果から変化していません。

− 経営者は不確実な規制や政策にも警戒

心を抱いており、今年の調査では最大の

懸念の上位3つにこの点が入ってきました。

− また、企業リーダーは気候関連事象（オー

ストラリアの壊滅的な森林火災やテキサス

州で大混乱を引き起こした冬の嵐など）

が、世界中のコミュニティに影響を与えてお

り、保険コストの大幅な増加につながるこ

ともあるという点についても認識しています。

銀行業界とライフサイエンス／ヘルスケア業界では、他の問題よりも遥かに高い割合で、規制／政治の不確実

さが環境サステナビリティの取り組みに影響を与える最も大きな問題として挙げらました。

*上位2つを選択

10%

11%

14%

15%

15%

16%

17%

24%

26%

26%

27%
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大企業は認知向上を超えて、一段と実際的な

対策に軸足を移しつつあります・・・

現在の気候変動に関するの取り組みの中で、自社は次のどのアクションを既に講じていますか？*

気候変動に関する現在のアクション

− 企業が注力しているアクションの上位3つ

は公益の観点での取り組み、サステナビ

リティ基準の順守に対するサプライヤーへ

の働きかけ、よりサステナブルな原材料の

利用です。

− 過去10年のアクションは教育や認知向

上に向けられていましたが、大企業は一

段と幅広いサステナビリティ対策を模索す

るようになっています。昨年の調査では、

従業員による飛行機を使った出張を削

減することに注力するとした企業は19%に

とどまりましたが、リモートワークが進む中で、

この数値は今年の調査では38%に急増

しました。

− 気候問題についてリーダーへの教育を継

続し、リーダーの報酬を環境サステナビリ

ティ目標に連動させるなど、幹部レベルの

積極的な関与を引き出すことに対しても

注視してきています。

昨年調査から顕著に増加した項目：選択された上位5項目：

サプライヤーや取引先に特定の気候変動

に関する基準を満たすよう推奨または要

請する

サステナビリティを推進する公益の立場を

明確にし、気候変動に対処するアクショ

ンを取る

より持続的な原材料（リサイクル材料か

ら作られた品目や低炭素排出製品な

ど）を使う

気候問題について取締役会や経営幹部

を教育する

気候変動に関する取り組みの推進に責

任を負う幹部職または部門を創設する

49%

48%

46%

42%

41%

従業員のアクティビズムをサポートする

再生可能エネルギーを購入する（直接、

契約、グリーン証書経由）

気候問題について取締役会や経営幹

部を教育する

日常的な通勤を減らすためにテレワーク

を推奨する

経営幹部の報酬を環境サステナビリ

ティ目標に連動させる

38%

42%

40%

36%

19%

*当てはまるもの全てを選択



© 2021. For information, contact Deloitte Tohmatsu LLC. 6© 2021. For Information, contact Deloitte Tohmatsu LLC

・・・アクションがステークホルダーの満足度や収益に

プラスに作用しています

*当てはまるもの全てを選択

49%
従業員の採用と定着

47%

組織の価値や取り組みなどに

関する従業員の士気

46%

組織のサステナビリティに関す

る取り組みへの従業員の参加
45%

顧客満足／

顧客の期待への合致

45%

投資家／株主の満足度

および／または

資本コストの低下

41%環境に対する測定可能な

影響（例：排出削減）

38%

財務指標

（例：収益性、収益成長）

29%
効率性や生産性の向上

（例：サプライチェーンの効率

性、製造における生産性）

24%ブランド認知と評判

自社の気候変動への取り組みによってプラスの影響が生まれたのは次のどの分野ですか？*

調査対象となった組織の全てが何らかの分野でプラス効果を実感し、

影響を測定する方法を導入しています

気候変動への取り組みのメリット

– 気候変動に関する取り組みの結果、顧

客満足度が改善したと述べるなど、経営

者は環境に対する測定可能な影響が改

善していることを実感しています。この点は

昨年調査から8ポイント増加しました。

– 従業員の採用と士気についても顕著な改

善が見られました。気候変動への取り組

みが組織文化やブランドアイデンティティの

中心的な信条になりつつあることが示され

ています。

– 気候変動に関する取り組みの結果、企

業が実感している大きなプラスの成果とし

て、収益性や収益成長も挙げられました。

ほぼ半数の企業が取り組みの結果として

財務指標が改善しています。これは、気

候に関する取り組みを正当化し、投資利

益率を測定しようとリーダーが模索する中

で、検討すべき重要な点です。
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0%

5%

22%

38%

23%

11% 

気候変動への取り組みはコロナ禍で失速しましたが、

完全には止まっていません。

景気低迷とコロナ禍によって自社の気候変動への取り組みはどのように影響を受けていますか？

取り組みを完全にやめる必要があり、再開の予定はない

取り組みを一時的に中断したが、今後12カ月で再開する

今後12カ月で取り組みを大幅に縮小する必要が生じる

今後12カ月で取り組みを若干縮小する必要が生じる

今後12カ月でサステナビリティの取り組みを加速させる

景気低迷やコロナ禍はサステナビリティの取り組みに

全く影響していない

コロナ禍への対応を通して大

規模な共同でのアクションに

よって環境にプラスの影響を

もたらすことができるという点

が明らかになった、という見解

に同意する／強く同意する経

営者の割合

66%
環境に与える影響を減らすた

めに個人的な行動を変化さ

せたが、これを継続するという

点に同意する／強く同意する

経営者の割合

68%

コロナ禍の影響

– 経営者の過半数（65%）が、コロナ禍の

影響で気候変動に対する取り組みを何ら

かの形で縮小する必要が生じたと回答しま

した。今後12カ月で取り組みを若干縮小

する必要が生じるという回答が最も多かっ

たのはメディア産業と工業製品産業です。

– ただし全体としては、調査の対象となった

組織の中で取り組みを完全にやめ、再開

の予定もないという回答はありませんでし

た。つまり、コロナ禍による一時的な後退は

あるものの、気候変動は依然として企業の

アジェンダに入っているということです。

– コロナ禍での企業の対応だけでなく、個人

的な旅行の削減といった個々の行動を通

じた大規模な共同アクションによって地球

環境にプラスの影響をもたらすことができる

という点に、経営者は全般的に同意してい

ます。それに通じるものとして、68％が個人

の行動を変化させ、カーボンフットプリントに

与える影響を抑制することを継続していく

つもりであると回答しています。

*1つ選択
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今後1年で気候に関するアクションを増やしていく

業界もあります・・・ 気候変動に対する懸念：業界の見方

あなたの意見では、自社は気候変動をどの程度懸念していますか？

懸念している／非常に懸念している（業界別）

気候変動を非常に懸念している組織の経営者のうち・・・

– 気候変動への懸念を最も示したのは政
府、消費者向け産業、ライフサイエンス／

ヘルスケア業界で、80%以上の経営者が

地球の将来に対して高いレベルの不安を

抱いています。

– 気候変動を最も懸念している企業の中で
は、コロナ禍にもかかわらず3分の1の企業

が今後1年で気候に関するアクションを加

速させる可能性が高いとしています。この

ような企業は主にエネルギー産業や消費

者向け産業に見られます。これらの業界は

気候変動による資源不足や資源コストに

よって最も影響を受けているためです。0% 100%

0% 100%
89%

0% 100%
88%

0% 100%
81%

0% 100%
80%

77%

政府および公的機関

消費者向け産業

ライフサイエンスおよびヘルスケア

エネルギー、資源、工業

金融サービス

今後12カ月でサステナビリティ

の取り組みを加速させる

グローバル平均を10ポイント上回る

33%
今後12カ月で取り組みを大幅

に縮小する必要が生じる

グローバル平均を13ポイント下回る

9%
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・・・企業や政府ができることはもっと多いとほとんどの

経営者が感じています・・・

次の記述にどの程度同意しますか、同意しませんか？

81%
環境保護に向けて企業は一段と努力すべきあるという点に同意／強く同意した経営者の割合

72%
環境保護に向けて政府は一段と努力すべきあるという点に同意／強く同意した経営者の割合

27%
短期的には、コロナ禍による経済的な影響のために、環境／気候変動の取り組みについて企業の優

先度が下がることに同意／強く同意した経営者の割合

22%
長期的には、パンデミックの経済的な影響のために、環境／気候変動の取り組みについて政府の優

先度が下がることに同意／強く同意した経営者の割合

企業と政府の役割

– 大半の経営者が、気候変動や環境保護

への対応に企業と政府が中心的な役割

を果たすと考えています。

– さらに、サステナビリティの取り組みを引き

上げる必要があるという点には合意が見

られました。企業が一段と努力すべきであ

ると考える経営者は81%、政府が一段と

努力すべきであると考える経営者は72%

でした。

– また、コロナ禍や現在の景気低迷という状

況の中でも、企業経営者は短期的にも

長期的にも政府と企業がサステナビリティ

戦略の優先するべきであると考えています。
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・・・しかし、地域によって期待は若干異なります
期待の高まり：地域的な見方

– 3つの地域全てにおいて企業と政府の双方

が環境保護に向けて一段と努力すべきで

あるという点に経営者の過半数が同意また

は強く同意しています。

– 欧州・中東・アフリカとアジア太平洋の経

営者の中では、環境保護に向けて一段と

努力すべきなのは企業である、とする傾向

がありました。米州では、気候に関する取り

組みを企業が牽引することに対する特に高

い期待がありました（企業と政府の間に9

ポイントの差がありました）。

– 調査対象地域全体で規制当局の役割が

大きく、特にアジア太平洋では経営者の

77%がサステナビリティの取り組みに最も影

響力があるのは規制当局であると考えてい

ます。

– 欧州・中東・アフリカの経営者は株主に対

する懸念が高い傾向があります。株主から

の目先の圧力が気候変動のアジェンダにど

のように影響を及ぼすか懸念しています。

次の記述にどの程度同意しますか、同意しませんか？

同意する／強く同意する（地域別）

= 地球環境保護に向けて企業は一段と努力すべきである

= 地球環境保護に向けて政府は一段と努力すべきである

80%
72%

アジア太平洋

84%
76%

欧州・中東・

アフリカ

78%
69%

米州

欧州・中東・

アフリカ

アジア

太平洋

米州

73%
77%

73%
規制当局

次のステークホルダーからの外部圧力によって自社の気候変動の取り組みはどの程度影響を受けてい

ますか？大きな影響がある／ある程度の影響がある（地域別）

60% 58% 55%株主／
投資家

欧州・中東・

アフリカ

アジア

太平洋

米州
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気候変動に関するアクションに影響を与える

外部からの圧力

今後、気候変動の取り組みを引き上げていく動機はどのようなものですか？

投資家または株主からの要求

社会的アクティビズムや従業員アクティビズムの増加

気候関連災害の深刻化

自社の業務や財務への直接的なマイナスの影響

この問題や問題解決に向けた企業の役割に対する

マスコミ報道の増加

新たな規制基準／報告要件

政府のアクション／懲罰から受ける損失

気候変動を理由とした従業員の身体とメンタルの健康に対する

マイナスの影響の増加

競争上の圧力

再生可能ではない原材料や資源に対するアクセスの減少

消費者または従業員による自社事業のボイコット

人材獲得や定着の難しさ
*上位3つを選択

サステナビリティに対する動機

– 気候変動への取り組みは主にステークホ

ルダーからの圧力によって動かされていま

す。投資家からの要求がこのような取り組

みに対する最も大きな動機付けとなり、昨

年の調査から5ポイント上昇しました。

– モメンタム創出にはアクティビズムの役割も

高まっています。気候に対するアクションを

強化するように従業員や社外の活動家か

ら要求されるようになっています。

– また、気候変動の影響も大きな懸念です。

昨年調査で7位であった気候関連災害の

深刻さが、今年の調査では3位に急上昇

しました。

– 直接的な業務へのマイナスの影響も依然

として大きな動機の1つであり、気候変動

が自社の中核業務にどのように影響を与

えるのかについて企業は認識を深めていま

す。

38%

35%

32%

31%

31%

30%

19%

19%

19%

18%

15%

14%
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規制当局が気候変動に関する戦略に非常に

大きな影響を持っています

次のステークホルダーからの外部圧力に自社の気候変動への取り組みはどの程度影響を受けています

か？*

外部からの圧力の影響

– 企業が直面する気候変動の問題のトップ

に規制と政策の不透明さが浮上しました。

投資家も企業も、環境・社会・ガバナンス

（ESG）の主な問題の測定や報告のため

に共通で一貫性のある手法がないことを認

識しています。基準設定主体、会計士、そ

の他様々な業界団体や規制機関が積極

的に連携し、単一で世界的に受け入れら

れる環境サステナビリティ報告のシステムを

作り上げようとしています。

– 収益性を左右する目先の戦略に影響を与

えるものとして消費者や株主も引き続き重

要です（双方ともに58%）。

– 最後に挙げられたのが従業員です。経営者

の48%がこの分野で従業員の影響力が高

いと考えています。従業員と社外のアクティ

ビズムが依然として経営陣の最優先である

一方で、その他のステークホルダーのグループ

も気候変動に関する組織の目先の意思決

定により大きな影響を及ぼすようになってい

ます。

11%
31%

58%

ほ と ん ど／全 く影響 しない

あ る程度影響がある

大 き な／相応の影響がある

消費者／顧客

従業員

株主／投資家

17%
35%

48%

ほ と ん ど／全 く影響 しない

あ る程度影響がある

大 き な／相応の影響がある

規制当局

7%
19%

74%

ほ と ん ど／全 く影響 しない

あ る程度影響がある

大 き な／相応の影響がある

12%
30%

58%

ほ と ん ど／全 く影響 しない

あ る程度影響がある

大 き な／相応の影響がある

*1つのグループにつき回答1つを選択
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短期的な考え方が気候変動の取り組みを大いに

妨げています

気候変動の取り組みを推進する上で、組織としては何が最も大きな障壁だと考えていますか？

全回答の上位5つ

気候変動の取り組みの障壁

– 経営者は気候変動の取り組みの価値を認識

しているものの、短期的な考え方がその妨げに

なっていることが調査から示されました。今年、

目先のことへの注力が最も大きな障壁であり、

2020年の30%から37%に上昇しました。現在

進行中のコロナ禍の影響に企業が全力を集中

させているという事実と一致するものです。

– 組織の気候変動に対する行動へのコミットメン

トに、消費者の期待が高まっています。自社の

立場を明らかにすると一部の顧客や従業員が

離れていくことについて経営者の懸念は昨年よ

り低下しています。昨年42%で最も大きな懸

念であったこの項目は今年は30%に低下しまし

た。顧客と従業員の双方が気候変動に関する

対話の中心にいることを考えると、この懸念は

非常に大きく低下していると言えます。

– また、行動の必要性に対する経営者の理解も

高まっているようです。幹部の関与を引き出せ

ないことが昨年の調査では大きな障壁でした

（38%）が、気候変動に対するアクション

（またはアクションを取らないこと）が人材、

顧客、収益性にどのように影響するのかについ

てリーダーの理解が進んでいます（幹部からの

関与を引き出せないことが障壁だとした割合は

17%にとどまりました）。

37%
目先の事業の問題や投資家／株主からの要求への注力

30%
自社の立場を明らかにすると一部の顧客や従業員が離れていくことに対する懸念

29%
投資利益率を正当化する難しさ

28%
規制要件／報告要件がないこと

23%
環境に及ぼす影響を計測するのが難しいこと

*2つ選択
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経営者は前進には教育と連携が不可欠であると

考えています

次のアクションを自社で取り入れた場合、気候変動への取り組みを最も前進させるものはどれですか？*

周りへの教育を強化し

気候変動に関する研究を推進する

アドボカシーやその他の

公益に関する取り組みに関与する

周りと連携した

総合的な解決策を推進する

関連組織やプログラムに

財務的な支援をする

個人的な行動変容を推奨し

優先付けしていく

*1つ選択

あなたの会社は2021年11月の国連気候変動枠組条約締約国会議（COP26）に参加する予定ですか？

*1つ選択

63% はい

29% わからない

8% いいえ

35%

24%

22%

16%

3%

前進に向けた道のり

– 調査では、気候変動への取り組みを進め

るためには共同のアクションと関与が最も

重要であると経営者が考えていることが明

らかになりました。地球環境の持続性の観

点から最も影響力のあるアクションについ

て問われると、経営者は教育と科学に基

づいた気候研究の推進を挙げました。この

割合は35%で最大でした。

– 他の上位回答では、総合的な解決策を推

進し公益に関する取り組みを引き上げるた

めの手段として連携が挙げられました。大

半の組織が既に2021年11月の国連気候

変動枠組条約締約国会議（COP26）

への参加を計画していることにもこの点が見

てとれます。変化を起こしていくのは、財務

的なインセンティブや個人行動の変容を通

してよりも、公益に資する共同アクションを

通してである、ということを世界の経営者は

感じています。
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この報告書は750人の経営者を対象にした調査に基づいています。この調査は、オックスフォード・エコノミクスの協力を得て2021年1月から2月にかけて
実施され、13カ国から回答を得ました。調査には、すべての主要産業部門を対象に含めています。

業界

売上高

国別

豪州 75 ブラジル 50 カナダ 75 中国 75 デンマーク 25 フランス 50 ドイツ 50

米国 75

インド 75 日本 75

南アフリカ 25 スウェーデン 25 英国 75

肩書

調査方法

金融サービス

エネルギー、資源、工業

テクノロジー、メディア、通信

消費者

ライフサイエンス、医療

政府公的機関

2.5億～4.99億ドル

100億ドル以上

5.0億～7.49億ドル

7.5億～9.99億ドル

20億～49億ドル

10億～19億ドル

50億～99億ドル

その他社会的責任のある立場

社長/オーナー

その他経営幹部
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